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1980年代～ 海外炭火力への取り組み

　国内初となる海外炭を利用した松島火力発電所を
はじめ、竹原火力発電所3号機、石川石炭火力発電
所、松浦火力発電所と次々に海外炭火力開発計画を
実現し、半世紀もの間、高効率化と環境保全対策に
より環境負荷軽減に努めながら、電力の安定供給に
貢献してきました。

松島火力発電所

1950年代～ 大規模水力発電所開発

これまで、佐久間、田子倉、奥只見、御母衣などの大
規模ダムおよび水力発電所を建設し、水資源の有効
利用と電力の安定供給に貢献するとともに、CO₂フリー
電源として地球温暖化対策にも貢献してきました。
その後も地域環境との共存・共栄を図りながら水力
発電所の新規開発を継続し、現在では国内に60地点
（国内シェア第2位）の水力発電設備を所有しています。

佐久間ダム

出所：「電力調査統計」（資源エネルギー庁）

水力発電設備出力シェア
（2016年3月末現在）

19%
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1975年　鬼首地熱発電所運転開始
　発電所構内の景観保持や
周辺の自然環境対策を着実に
実施し、国定公園の第1種特
別地域に建設を行いました。

電力安定供給とCO₂排出低減　へ
J-POWERは戦後の全国的な電力不足を解消するため、1952年の会社創立より大規模水力地点の開発に取り組んできま
した。また、1970年代の二度にわたるオイルショック以降、埋蔵量の多い海外炭を燃料とする大規模石炭火力発電所の
建設を進めました。この結果、J-POWERグループでは、CO₂フリー電源である水力発電設備と経済性・安定供給性に優
れた石炭火力発電設備の出力がほぼ同程度と、バランスの取れた設備構成となっています。
また、2000年以降は、風力発電をはじめとする再生可能エネルギーの開発を精力的に進めています。
今後もJ-POWERグループは、CO₂フリー電源である水力・風力・地熱のさらなる開発を行うと同時に石炭火力発電の低炭
素化を進め、電力安定供給とCO₂排出低減の両立に向けて取り組んでいきます。



500万kW
600万kW
700万kW

10万kW
20万kW

30万kW

800万kW

857万 0,670kW
水力

（2016年3月末現在・J-POWER単体）

838万 9,000kW石炭
 火力

（2016年3月末現在・J-POWER単体）

38万 9,468kW
（2016年3月末現在）

風力

2000 20102005 2016
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2000年代～ 風力発電所の開発

J-POWERグループは、風力発電事業にいち早
く取り組み、2000年の北海道苫前町の苫前ウィン
ビラ発電所を皮切りに、風力発電所の開発を進め
てきました。2016年3月時点では全国20カ所229
基の風力発電設備を保有しており、国内で第2位の
シェアを占めています。

苫前ウィンビラ発電所

出所：日本風力発電協会資料等より作成

風力発電設備出力シェア
（2016年3月末現在） 13%

石炭火力の取り組み
低炭素化の推進
　J-POWERグループの石炭火力発電所では、適切
な運用管理や設備更新を行うことで、高い熱効率の
維持に努めています。また、木質バイオマスや下水汚
泥等のバイオマス燃料の混焼を推進することで、既
設石炭火力発電所の低炭素化を推進します。さらに、
熱効率の低い古い発電所のリプレースや新増設の可
能性を追求し、世界最高水準の高効率石炭火力を導
入することで、石炭火力発電所の低炭素化に取り組
んでいきます。

低炭素化の技術開発
　J-POWERグループでは、世界最高水準の高効率
石炭火力を実用化していますが、さらなる研究開発を
通じ、より一層の石炭火力の低炭素化を進めていきま
す。具体的には、次世代技術として、酸素吹き石炭ガ
ス化複合発電技術の技術開発・実証試験や、CO₂分
離・回収技術の研究開発に取り組んでいきます。

　原子力発電は、資源の少ない島国であるわが国に
とって、エネルギーの安定供給の観点から欠かすこと
のできない重要なエネルギー源であり、地球温暖化
問題への対応にも有効な電源です。J-POWERは安
全対策等を着実に実施し、地域の皆さまから信頼さ
れる発電所づくりに取り組んでいきます。

大間原子力発電所の取り組み

　再生可能エネルギーは、貴重な国産エネルギーで
あるとともに、CO₂フリー電源として地球温暖化対策
のうえでも重要な電源です。J-POWERグループは
長年培ったノウハウや技術をフルに活用し、水力・風
力・地熱等の再生可能エネルギーの利用拡大を推進
しています。

再生可能エネルギーの取り組み

J-POWER Group SUSTAINABILITY REPORT 2016 8
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電力安定供給とCO₂排出低減　への取り組み
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ダム

貯水池ダム

貯水池に貯めた水
を取水口から取り、
水路を使って、発
電所に届けます。

調圧水槽

導水路

発電所

放水口

取水口

水圧管路

水車を回した水は、放水
口より川に戻されます。

イメージ図

発電機と水車

水車水車

発電機発電機

水の力で水車
が回転し、発
電機で電気が
作られます。

東日本支店電気グループでは水力発電所の保守
管理のために必要な様々な業務を行っていますが、
重要な業務のひとつとして水力発電所を構成する
様々な機器のメンテナンスおよび設備更新に関する
長期計画の策定業務があります。J-POWERの水力
発電所は運用開始して50年
以上経過しているものも多
く、老朽化が進む設備を今後
も引き続き有効に利用してい
くために、適切な時期にメン
テナンスや設備更新を実施
するよう、関係会社と協力し
ながら計画策定に取り組ん
でいます。

発電設備の継続利用

東日本支店電気グループ
渡邊 泰臣

VOICE

高知電力所では、奈半利川水系3発電所の運用を行っており、
土木部門では発電に係る土木設備の維持管理を行っています。
中でも、運転開始から50年を経過した設備への対応に加え、年
平均降水量約4千㎜の多雨地帯である当地においては、出水に
伴うダム放流を安全に行うことおよび出水後の濁水対策が大き
な課題です。また、ダム堆砂の河川土砂
還元や鮎産卵場整備など、河川環境の
維持・改善を目的とした対策を地元地
域の理解を得ながら実施しています。
今後も安定運転に向けた設備維持管

理とともに河川環境に配慮した対策を
通じて、地元地域の方々から信頼される
よう、グループ一丸となって努力してい
きます。

設備維持管理と
河川環境への配慮VOICE

水力発電
J-POWERグループは、全国60ヵ所に合計出力857万kW、国内シェア第2位の水力発電設備を保有しています。J-POWER
グループの水力発電設備は、電力需要の変動に迅速に対応でき、かつ、発電所あたりの設備出力が大きいことから、昼夜間・季
節間での電力需給に対応したピーク電源として、日本各地の電力供給に貢献しています。また、水力発電は、貴重な純国産の
エネルギーであるとともに、J-POWERグループが保有する再生可能エネルギー発電設備の中で設備規模が最大であり、日
本全国の再生可能エネルギーによる発電電力量の14％を占めることから、電力安定供給とCO₂排出低減の両立のための中
心的な存在に位置付けられています。

西日本支店高知電力所
福重 裕史
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J-POWERグループは、日々、既存の水力発電設備の信頼性と効率の向上に取り組むとともに、CO₂フリーの再生可能エネル
ギーである水力資源を活用するため、国の「エネルギー基本計画」で政策の方向性として示された中小水力発電所の積極的な
開発や、既存ダムへの発電設備の設置やリプレースなどによる出力増強など、設備・資源のさらなる活用に向けた取り組みを
進めています。

秋葉第二発電所の回転子吊り上げの様子（静岡県）

このき谷発電所完成イメージ図（福井県） 

北地域制御所（北海道）

水力発電設備の安定運転

J-POWERグループは、全国60カ所の水力発電所
を運転しており、北海道・埼玉県・愛知県にある3つの
地域制御所にて24時間体制で各発電所の監視と制御
を行っています。また、各発電所では、全国に安定し
た電気を不断に供給するため、日々の保守点検作業に
より設備異常の早期発見に努め、設備トラブルの未然
防止に取り組んでいます。万が一設備異常が発生した
場合には保守員が現場に急行し、設備の早期復旧を図
るとともに知見を活かしてトラブルの再発防止策の検
討・実施に努めています。今後も引き続き、設備の信
頼性向上のため、地域との共生に努めながら災害や環
境対策ニーズに適切に対応した設備保全対策を実施し
ていきます。

新たな水力発電設備の取り組み

既存の水力発電設備の信頼性と効率を向上させるた
め、J-POWERグループは様々な取り組みを実施してい
ます。その取り組みのひとつとして、経年劣化の進んだ
水力発電所における主要電気設備の一括更新を実施し
ています。2015年から実施していた秋葉第二発電所
の一括更新は2016年5月に竣工し、最新の解析・設計
技術を用いることにより、出力が400kW増加しました。

2016年からは秋葉第一発電所、2019年からは足寄発
電所にて実施する予定となっています。
また、資源の乏しい日本にとって、水力は貴重な純国
産エネルギーであり、この貴重な資源を最大限有効活用
するため、未利用水力資源を使用した中小水力発電所
の開発に積極的に取り組んでいます。2014年10月に
着工した「このき谷発電所」は、既存の九頭竜ダム貯水
池における此の木谷注水口の遊休落差を利用し、注水
口付近に堰を設けて水車発電機を設置し最大199kW
の発電を行うもので、2016年度中に竣工する予定で
す。なおこの地域は降雪が多いため、安全を第一に工
事を進めています。
このようにJ-POWERグループでは、水力発電の拡
大・水資源の有効活用に努め、電力の安定供給に取り
組んでいます。

水力発電
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揚炭機

コンベヤ

石炭輸送船

石炭サイロ
屋内貯炭場

J-POWERグループでは、石炭火力発電所の安定
運転のために、石炭に関する調達・輸送・受入といっ
たバリューチェーン全体へ関与し、安定調達するため
の体制をグローバルに構築しています。

石炭火力発電所の安定運転

安定した石炭輸送
J-POWERグループでは、年間
約2,200万tの石炭を使用してい
ますが、これらを各発電所へ輸送
するためには年間200航海以上
の輸送が必要です。そのため、専
用船※の導入などにより、石炭の
安定した輸送を図っていきます。

豪州での炭鉱プロジェクト
J-POWERグループでは、1982年に豪州クイーンズ
ランド州のブレアソール炭鉱へ参画して以来、炭鉱権
益への投資を行っており、2015年度末現在、豪州ク
イーンズランド州とニューサウスウェールズ州内に炭鉱
権益を保有しています。今後も、石炭調達安定化のた
め、石炭需給バラン
スや競合他社の動
向を注視しつつ、コ
スト競争力のある新
規案件を検討し、新
たな炭鉱プロジェク
トの参画に向けて取
り組んでいきます。

■ 調 達

※専用船 ： 長期積荷保証により、船会社が船舶
を建造・保有し、荷物を専門に運ぶための船。

J-POWERグループは全国9カ所に合計出力855
万kW、国内シェア最大の石炭火力発電設備を保有
しています。また、J-POWERグループとして、31
万kWのガス火力も保有しています。
J-POWERグループの石炭火力発電設備は、経済
的かつ安定的なベース電源として、高い利用率を
維持しています。そのため、発電設備の適切なメン
テナンスを確実に実施するとともに、経年による熱
効率の低下や設備トラブルの発生を抑制し、設備
の信頼性の維持向上に努めています。

火力発電

私は石炭火力発電所の燃料担当として、主に石
炭の受入・払出業務に従事しています。世界各国か
ら海を越えてやってきた石炭を、まずは発電所構
内の屋外貯炭場に受入れて、その後燃焼させるた
めに発電所本館建屋へ送ります。私はプライベー
トでは天気予報を見ずに外出し、雨に降られるよう
な人間ですが、業務では気象状況に常に気を配っ
ています。大雨が降れば石炭の山が崩れ送炭が困

難となり、強風が吹けば石炭の揚げ荷役が遅れてし
まいます。また初夏は梅雨、続いて台風、冬は貯炭
山の温度上昇と、一年を通し気の休まる時がありま
せん。松浦火力発電所は屋外貯炭設備のため、特に
気象の影響を受けやすい発電所です。予測がしづ
らく、気まぐれに猛威を振るう天気は、燃料担当の
最大の天敵です。今後も天気と闘いながら燃料業
務を全うし、電力の安定供給に寄与していきます。

天気が天敵！VOICE

松浦火力発電所
発電グループ
野町 美帆

■ 輸 送 ■ 受 入

発電所での石炭管理
発電所の現場では、受け入れた
石炭の特性に応じた管理が求めら
れます。貯炭現場の石炭の温度
管理のために、赤外線カメラや散
水機を設置するとともに24時間
体制で管理を行っています。
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排煙脱硫装置の点検

煙突

1号ボイラ棟

タービン・発電機棟

2号ボイラ棟

排煙脱硫装置

イメージ図

発電所
運転センター

タービン発電機

屋内設備配置図

2号ボイラ

1号ボイラ
発電所運転センター
三交替勤務により発電所を24時間運転・監視

タービン発電機の定期点検

蒸気をつくる
貯炭場で貯蔵した石炭は、微粉炭機で
細かく砕かれ、粉末になります。粉末に
なった石炭は、バーナーによって燃やさ
れ、ボイラで水を加熱し、高温・高圧の
蒸気をつくります。

電気をつくる
高温・高圧の蒸気の力によってタービ
ンを回転させます。高速回転したタービ
ンが発電機を回転させて発電を行いま
す。

灰を有効利用する
石炭を燃焼することにより発生する石
炭灰は、セメント原料等として有効利用
されています。（P40参照）

私は、橘湾火力発電所で屋外環境設備の、オ
ペレータとして運転業務（三交替）に携わっていま
す。オペレータは発電所の運転センターで１００イ
ンチ大型スクリーンを使用して、各装置の状況を
把握し監視及び運転操作を行っています。運転操
作はマウスを使い行うため、誤操作の防止対策と
して操作時は指差呼称を徹底し、計器等の設定変
更時は２名以上でクロスチェックを行い、ヒューマ

ンエラーを限りなくゼロにするよう努力していま
す。また、オペレーターは、「プラントの安定運転を
するぞ！」という意識・気持ちがとても重要だと考
えています。このような気持ちで現場パトロールを
すると、小さな不具合を早期に発見でき、トラブル
を未然に防止できると思います。今後も様々な課
題に対しグループ一丸となりプラントの安定運転
に努めていきたいと思います。

運転の基本は指差呼称VOICE

(株)ジェイペック
橘湾カンパニー
運転グループ
増田 貴久

■ 燃 焼 ■ 発 電 ■ 環境保全

火力発電



●リプレース計画の推進
●既設火力発電所における高効率運転の維持・
　CO₂排出低減の推進
●海外へのクリーンコール技術の移転・普及

●大崎クールジェンプロジェクトの推進
●CCS技術開発の推進

次世代の低炭素化の
技術開発（P17～18）

石炭火力発電の
低炭素化の推進（P15～16）

●大間原子力計画の取り組み（P23～26）
●再生可能エネルギーの利用拡大
  （P9～10、P19～20）

CO₂フリー電源の拡大

低炭素化に
向けた取り組み

2015年7月に策定された国の「長期エネルギー需給見通し」では、再生可能エネ
ルギー、原子力、石炭火力などについて、2030年に向けたバランスの取れた電源
構成の目標が示されました。このうち、石炭火力については電源構成の4分の1（発
電電力量の約26%）を担うこととなり、環境負荷の低減と両立しながら引き続き利
用していく方針が示されました。
一方、政府が決定した2030年の温室効果ガスの削減目標の達成に向け、電気

事業者全体によるCO₂削減目標の達成や、省エネ法改正により火力発電所のさら
なる高効率化が求められているところです。
J-POWERグループとしては、本レポートで紹介している世界最高水準の技術を

導入した高効率石炭火力発電所の新設・リプレースや次世代に向けたクリーンコー
ル技術の開発を通じて、石炭火力発電の低炭素化に取り組んでいきます。
また、石炭火力のリーディングカンパニーとして国内で培ったクリーンコール技
術を、今後電力需要の増加が見込まれる世界各国に展開することで、世界の経済
発展とCO₂削減に貢献し、「エネルギーと環境の共生」というJ-POWERの理念を、
日本そして世界で実現していきます。

常務執行役員

筑田 英樹

世界の低炭素化へ貢献するクリーンコール技術

電力安定供給とCO₂排出低減への取り組み [報告]大間原子力発電所について 社会的責任に応える事業運営
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出典：Ecofys International comparison of fossil power efficiency and CO₂ intensity -Update 2015より作成

米国米国

豪州豪州

磯子新1号
J-POWER平均

英国・アイルランド

高効率石炭火力技術による地球規模のCO2削減サイクル

国内でクリーンコール技術の開発・実証・商用化を推進。成果を海外に技術移転し世界のＣＯ₂を削減。
国内の石炭火力発電所の新設、リプレースを活用し、国内のCO₂排出の削減とともに、新たなクリーンコール技術の開発・実証・商用化を積極的に推進。

日本の持つ最新のクリーンコール技術を、アジアを中心とした途上国へ移転、普及させることで、エネルギー消費の低減とCO₂排出削減を推進。

さらなるクリーンコール技術の開発 最新クリーンコール技術の確立・普及

石炭消費量の抑制・CO₂排出削減

ビジネスリターン、クレジット移転等

最新のクリーンコール技術の積極適用

日本

途上国
など

石油LNG石炭円/1,000kcal

出典：財務省貿易統計
2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2016（年）2014
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

燃料価格の推移

出典：IEA 「World Energy Outlook 2015」

石炭 その他

0 20 40 60 80 100（%）

日本 33%

EU 28%

米国 40%

世界計 41%

インド 73%

中国 75%

発電電力量に占める石炭火力発電の割合（2013年）
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※P15の注釈参照
世界各国の石炭火力発電熱効率の比較（発電端、LHV※）

資源小国の日本においては、石炭を含め様々なエネル
ギー源をバランスよく利用することが必要です。
石炭は、同じ化石燃料の石油や天然ガスと比べても経

済性に優れており、埋蔵量が豊富で世界に広く分布して
いることから、エネルギーセキュリティにも優れています。
このため、主要な発電燃料として各国の電力安定供給を
支えており、日本においてもベースロード電源として高い
利用率で発電を行う一方、世界全体でも電力供給の4割
以上を石炭火力発電が担っています。また、国の「長期エ
ネルギー需給見通し」では、2030年における日本の発電
電力量の26%を石炭火力が担うとされています。

しかし、石炭はほかの化石燃料に比べ発電電力量あた
りのCO2排出量が相対的に多いため、環境負荷を低減し
つつ活用していくことが必要です。J-POWERグループ
では、より効率の高い石炭火力発電の開発・導入を進め
ることでCO2排出量の削減を図るとともに、さらなる低炭
素技術の研究開発を進めています。
また、今後電力需要の高まる新興国の経済発展のため
には、当面の間、経済性に優れた石炭火力の利用が必須
ですが、J-POWERグループは国内で培った高効率石炭
火力発電技術（クリーンコール技術）を海外に普及させるこ
とにより、地球規模でのCO2削減に取り組んでいきます。
仮に現在の世界のCO2排出量の約5割を占める中国、

インド、米国の全石炭火力発電所に、下図に示す世界最
高水準の磯子火力発電所の発電効率を適用した場合、日
本の年間総排出量以上の約15.1億tのCO2削減効果が
あると試算されています。

石炭火力とJ-POWERの役割

J-POWER Group SUSTAINABILITY REPORT 2016 14
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J-POWERの火力発電所発電効率の向上の推移（発電端、LHV※）
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熱効率の低下

適切な運用管理・設備更新による効率の維持

出典：電気事業連合会資料を参考に当社作成

高砂火力発電所熱効率推移（発電端、LHV※）

高砂火力発電所（兵庫県）

※発電端：発電端電力量（発電機で発生した時点での電力量）を用いて算出した発電
効率。
※送電端：送電端電力量（発電端電力量－所内動力（発電過程で使用する電力量））を
用いて算出した発電効率。
※燃焼ガス中の水分が水の状態として算出した発熱量を高位発熱量（Higher 
Heating Value; HHV）といい、水分が蒸発して水蒸気の状態として算出した発熱
量を低位発熱量（Lower Heating Value; LHV）という。LHVでは水分の蒸発に熱
量が消費されているため、HHVと比べるとその分低い発熱量となる。

石炭火力の低炭素化の推進
新を行うことで高い熱効率を維持した状態で運転を継続
することが可能となり、一例として、高砂火力発電所で
は、運転開始から40年以上が過ぎた現在でも、運転開
始当初とほとんど変わらない発電効率で運転を継続して
います。

経年化が進んだ発電所のリプレースは、最新技術の導
入により発電効率を大きく向上させ、環境保全につなが
ります。リプレースされた磯子火力発電所は、最新USC
（超々臨界圧）発電技術の導入により、世界最高水準の
発電効率を達成。SOx、NOx、ばいじんも主要先進国の
火力発電所と比較して一桁低いレベルに抑制され、世界
最高水準のクリーンな石炭火力発電所に生まれ変わりま
した。（P16参照）
J-POWERグループでは、磯子火力発電所に続き竹原

火力発電所のリプレースを実施しており、また高砂火力発
電所においてもリプレースのための環境影響評価手続き
を行っています。
また新規石炭火力発電所の新設にも取り組み、高効率
発電技術の導入や国内で培ってきた運用管理の手法を
活かし、石炭火力発電の低炭素化に貢献していきます。
現在は他社との共同事業として、鹿島火力発電所2号機
と西沖の山発電所（仮称）の2つの計画について環境影響
評価の手続きを行っています（P43参照）

リプレース計画・新増設の推進

　J-POWERグループは、1981年に国内初の海外炭を
燃料とした松島火力発電所の運転を開始して以来、大規
模海外炭火力発電所を次々と開発し、蒸気条件の向上や
プラント規模の大型化等による発電効率の向上と低炭素
化を推進してきました。今後も高効率発電技術の導入や
技術開発を通じて、さらなる効率向上を目指していきます。

J-POWERグループの石炭火力発電所は、経済的か
つ安定的なベースロード電源として、重要な役割を果た
しています。一方で、発電設備の熱効率は経年劣化によ
り低下します。これに対して、適切な運用管理と設備更

高効率運転の維持

電力安定供給とCO₂排出低減への取り組み [報告]大間原子力発電所について 社会的責任に応える事業運営
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（25万kW）

◦海外 ： 排出量／OECD StatExtracts
　　　　発電電力量／IEA「Energy Balances of OECD Countries 2014 Edition」
◦日本 ： 電気事業連合会調べ（10電力+J-POWER）  J-POWER・磯子は2015年度実績
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火力発電における発電電力量あたりのSOx、NOxの排出量の国際比較
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竹原火力発電所新1号機は、世界最高水準の蒸気条
件を実現し、国内有数の高い発電効率を見込んでいます。
発電効率の向上により、燃料である石炭の消費量低減が
図れることから、CO2排出量も抑制することが可能となり、
大幅な低炭素化が見込まれます。

竹原火力発電所新1号機は、最新鋭の排煙脱硝・排煙
脱硫・集じん装置への更新により、窒素酸化物（NOx）、
硫黄酸化物（SOx）、ばいじんの排出量を大幅に低減でき
ます。既に同様の装置を導入済の磯子火力発電所は、欧
米また日本国内の火力発電所と比べて極めて低い排出量
を実現しています。

竹原火力発電所リプレース完成予想図（広島県）

6
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5
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7

新1号機関連設備
　 ボイラ建屋

　 排煙脱硝装置

　 集じん装置

　 排煙脱硫装置

　 煙突

　 新設屋内貯炭場

　 既設屋内貯炭場

　 新1号機・3号機揚炭岸壁

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｊ-POWERグループは、運転開始から約40年経った竹原火力発電所1号機（25万kW）・2号機（35万kW）を新1号機（60万
kW）に設備更新するリプレース計画を実施しています。現在は、環境影響評価手続きを終え、2014年3月から建設工事を
進めており、2020年の運転開始を予定しています。
最新鋭の発電技術や環境対策技術の導入などにより、世界最高水準のUSC（超々臨界圧）石炭火力発電所の建設に取り組ん
でいきます。

世界最高水準の高効率発電技術 世界最高水準のクリーンな環境対策技術

竹原火力発電所リプレース計画 －USCとして世界最高水準を目指して－

※P15の注釈参照
リプレース後の発電効率の比較（発電端、LHV※）  
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石炭ガス化燃料電池
複合発電（IGFC）

1300℃ IGCC
大崎クールジェン

46～48%
（48～50%）
46～48%
（48～50%）

55%～
（58%～）
55%～
（58%～）

石炭ガス化複合発電
（IGCC）

燃料電池

微粉炭石炭火力 超臨界圧（SC）

38%
（40%）

39～41%
（41～43%）

46～48%
（48～50%）

超々臨界圧（USC） 先進的超々臨界圧
（A-USC）

1500℃ IGCC 1700℃ IGCC

研究開発による熱効率向上（送電端、上段はHHV※、下段はLHV※） ※P15の注釈参照

CO₂
構造性キャップロック
（不透水層）

大規模排出源大規模排出源

海域地中帯水層

分離・回収

船舶

パイプライン輸送

地上施設
より圧入

海上施設
より圧入

輸送 圧入分離・回収

CCS技術の概念

EAGLEプロジェクトでは、物理吸収法と化学吸収法の2つのCO₂分離・回収方法
の試験を行い、両者の特性等の知見を得ました。

EAGLEパイロット・プラント試験設備外観（北九州市）

CO₂分離・回収設備
（物理吸収法）

CO₂分離・回収設備
（化学吸収法）

煙突

生成ガス燃焼設備

石炭ガス化設備

空気分離設備

J-POWERグループが研究開発を進める高効率石炭火
力発電には、石炭を可燃性ガスに変換して燃焼するガス
タービン発電と排熱を利用した蒸気タービン発電を組み
合わせたコンバインドサイクル発電のIGCC（石炭ガス化
複合発電）、IGCCに燃料電池による発電を加えたトリプル
コンバインドサイクル発電のIGFC（石炭ガス化燃料電池
複合発電）、USCからさらに蒸気条件を向上させたA-USC
（先進的超々臨界圧）発電があります。このうちCO2分
離回収と最も親和性のあるIGCCについては、2002年か
ら10年以上にわたりEAGLEプロジェクト（NEDOとの共
同研究事業）としてパイロット・プラント設備での試験運
転を実施しました（2014年6月プロジェクト終了）。そこで
培われた知見と成果を活かし、現在は大崎クールジェンプ
ロジェクトでの実証試験段階に入っています。

CCSは、石炭などの化石燃料の燃焼などに伴い発生
するCO2を、大気中に排出することなく「分離・回収」し
「輸送」後に地中深くに「貯留」することで、CO2排出を大
幅に低減する技術として世界的に研究開発が進められて
います。
一方で、現時点では「分離・回収」段階での発電効率

の低下、「輸送」「貯留」に係る適地やインフラ・法整備な
どの課題もあり、世界的にも実用化には至っていません。
J-POWERグループは、EAGLEプロジェクトの成果をも
とに大崎クールジェンプロジェクトで「分離・回収」技術の
実証準備を進めています。
また、J-POWERが参画した日豪官民共同のカライド
酸素燃焼プロジェクトでは、豪州のカライドA石炭火力発
電所において実施した酸素燃焼試験およびCO2貯留試
験を踏まえ、さらなる技術・知見の蓄積を図っていきます。

J-POWERグループは、最先端のクリーンコール技術を追求し、世界最高水準のUSC（超々臨界圧）発電を実用化しています
が、さらなる研究開発を通じ、より一層の石炭火力の低炭素化を進めていきます。発電効率のさらなる向上によりCO2排出量
を低減する次世代型高効率石炭火力発電、発電に伴い発生するCO2を大気中に排出することなく回収・貯留するCCSなど、
今後とも国内外での研究開発に積極的に取り組んでいきます。

次世代の低炭素化の技術開発 －地球の未来のために－

高効率石炭火力発電技術 CO₂回収・貯留（CCS）技術

電力安定供給とCO₂排出低減への取り組み [報告]大間原子力発電所について 社会的責任に応える事業運営
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第１段階 酸素吹IGCC実証

第２段階 CO₂分離・回収型
IGCC実証

第３段階 CO₂分離・回収型
IGFC実証

（年度）

設計・製作・据付 実証試験

設計・製作・据付 実証試験

設計・製作・据付 実証試験

大崎クールジェンプロジェクト計画

第1段階 ： 酸素吹IGCC実証

第3段階 ： ＣＯ₂分離・回収型IGFC実証第2段階 ： ＣＯ₂分離・回収型IGCC実証

石炭ガス化炉

排熱回収ボイラ

煙突

発電機蒸気タービンガスタービン

酸素空気
空気

石炭空
気
分
離
設
備

ＣＯ、Ｈ₂

ＣＯ₂、Ｈ₂

Ｈ₂リッチガス

ＣＯ₂シフト反応器

ＣＯ₂分離・回収 輸送・貯留へ

Ｈ₂リッチガス

燃料電池

圧縮器

燃焼器

蒸気

蒸気

第2段階 ： ＣＯ₂分離・回収型IGCC実証

CO₂分離・回収
実証試験設備エリア

IGCC実証試験
発電設備エリア

実証試験設備完成予想図（広島県・大崎上島）
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石炭火力発電に伴うCO₂排出を現在のクリーンコール技術よりもさらに抑制するため、IGCCなどの次世代高効率石炭火力発
電技術の開発・実用化の推進とCCS技術の実用化を目指した研究開発が、国の「エネルギー基本計画」でも期待されています。
J-POWERグループは、これらの先進的なクリーンコール技術の実証試験のため、中国電力㈱と共同で大崎クールジェンプロ
ジェクトを推進しています。本プロジェクトは、中国電力㈱の大崎発電所構内に出力16.6万kWの酸素吹IGCC実証試験発電
所を建設し、3段階の実証試験を計画しています。

本プロジェクト実施のため、J-POWERと中国電力㈱は2009年に大崎クールジェン㈱を設立しました。クールジェ
ンとは、国の「Cool Earth －エネルギー革新技術計画」実現のため提唱された「Cool Gen計画」に由来する、クール
とジェネレーション（発電）の造語です。現在は、2016年度の実証試験第1段階開始に向け、機器の試運転を行って
います。また、2016年4月には実証試験第2段階である「CO₂分離・回収型IGCC実証事業」に着手し、2019年度
中の実証試験開始に向けて、着実に事業を進めていきます。

大崎クールジェンプロジェクト －IGCCとして世界最高水準を目指して－

J-POWER Group SUSTAINABILITY REPORT 2016 18

海外事業水力発電 火力発電 再生可能エネルギー 送変電・通信設備火力発電
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J-POWERグループは、2000年12月に運転開始した苫前ウィンビラ発電所を皮切りに風力発電事業にいち早く取り組み、現
在では全国21カ所に計241基、約43万kWの風力発電設備を保有しています（2016年6月時点）。
これまで全国各地で水力・火力発電所および送電線の建設・運転・保守を行うことにより培ってきた技術とノウハウをフルに活
用し、風況調査から計画、建設さらに運転・保守まで一貫した実施体制を強みとした事業展開をしています。今後も風力発電所
の新規開発を推進していくとともに、稼働中の風力発電所の安全運転および稼働率向上に努めていきます。
また、四方を海に囲まれた日本では洋上風力発電のポテンシャルが大きく期待されています。J-POWERは、福岡県北九州市
沖で洋上風力に係る実証試験（NEDO※の委託研究、共同研究）を実施しており、本研究を着実に進め、洋上風力発電に関する
技術的知見を深めていきます。
※国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

上ノ国ウインドファーム（北海道） 組立の様子（風車の羽部分）

風力発電

再生可能エネルギー
再生可能エネルギーは、国の「エネルギー基本計画」において、エネルギー安全保障に寄与できる有望な国産のエネルギー源と
して位置付けられ、積極的に推進するとされています。J-POWERグループの再生可能エネルギーへの取り組みは、国内発電設備
で各々シェア第2位の水力、風力や地熱等の既設発電所を通じた電力安定供給への貢献、風力や地熱などの新規電源開発や洋上
風力等の研究開発など多岐にわたります。再生可能エネルギーは、発電時にCO₂等の温室効果ガスを排出しないCO₂フリー電源
でもあり、J-POWERグループは、大間原子力計画とともに、再生可能エネルギーの利用拡大に取り組んでいます。

風力発電所では、「予防保全の観点」から定期的
に風車を停止させて点検や修繕を行っています。
風の強い日に点検や修繕を実施すると、発電の機
会を逃すこととなるだけでなく、作業を行うにあ
たって危険が伴うため、点検、修繕は風の弱い時
期に計画しています。作業日当日も風の状況を見
ながら、風車を停止する時間帯や台数等の工程を
調整し、風を最大限発電に活かせられるように努
めています。
2014年に運転を開始した上ノ国ウインドファー

ムは、当社で初めてとなる単機出力2.4MWの大
型風車を導入しました。故障時の対応では、経験
のない箇所の補修に直面することもありますが、
保守員一人ひとりが知恵を出しあって対応してい
ます。
現在、運転を開始して2年が経ちましたが、順

調に発電を続けています。これからも、長く回り続
けて地域に根差したウインドファームとなるよう、
日々試行錯誤を繰り返し、現場の知恵を蓄え保守
力向上に取り組んでいきたいと思います。

風力発電所の保守力向上を目指してVOICE

㈱ジェイウインドサービス
上ノ国事業所長
美馬 浩二
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海外事業水力発電 火力発電 再生可能エネルギー 送変電・通信設備

下水処理場
石炭火力発電所

●温室効果ガス削減

低温炭化 販売

有価物

炭化物
脱水汚泥

●下水汚泥の資源化促進
●温室効果ガス削減

燃料化施設

下水汚泥固形燃料化事業

鬼首地熱発電所（宮城県）

地熱発電は、発電時にCO₂をほとんど排出しないCO₂フ
リー電源であるとともに、再生可能エネルギーの中でも天
候に左右されず年間を通じた安定供給が可能であることか
ら、今後の開発が期待されています。
J-POWERグループは、山葵沢地熱発電所（秋田県湯沢市）
の新設に向け、2010年4月に三菱マテリアル㈱・三菱ガス
化学㈱とともに湯沢地熱㈱を設立し、2019年5月の営業
運転開始を目指して建設工事を進めています。また、既設
の鬼首地熱発電所（宮城県大崎市：出力15MW）について
も、設備の高経年化への対応として、同じ敷地内における
設備更新（出力23MW級）を計画しています。

木質バイオマスや下水汚泥は、ライフサイクルにおけるCO₂の吸収量と排出量が同量である、カーボンニュートラルなバイオ
マスですが、日本ではその多くが未利用のままです。
J-POWERグループは、未利用のバイオマスを燃料化し、発電所で混焼することにより、石炭火力発電所のCO₂削減を推進し
ています。

※バイオマス燃料製造にＪ-ＰＯＷＥＲが関与しているもの。

バイオマス資源 木質 下水汚泥 一般廃棄物炭化燃料
チップ ペレット 低温炭化燃料 油乾燥燃料

バイオマス燃料の
例

バイオマス燃料の
特徴

建設廃材をチップ化して
利用。発熱量は石炭の5
割～7割

林地残材を乾燥・粉砕し
てペレットに加工。発熱
量は石炭の約7割

下水汚泥を従来処理の焼却
温度より低温で炭化すること
で、温室効果ガスであるN₂Ｏ
発生量を従来処理より削減し
て燃料製造。発熱量は石炭の
5～7割で低臭気

下水汚泥と廃食用油を
混合加熱して水分を除
去した燃料。石炭と同レ
ベルの発熱量を有する

一般廃棄物を炭化した
燃料。発熱量は石炭の
約半分

バイオマス燃料
製造地点 長崎県長崎市 宮崎県小林市※

①広島県広島市※
②熊本県熊本市※
③大阪府大阪市※

福岡県福岡市 長崎県西海市※

当社石炭火力
発電所での混焼 松浦火力発電所 松浦火力発電所

①竹原火力発電所
②松浦火力発電所
③高砂火力発電所

松浦火力発電所 検討中

バイオマス燃料混焼取り組み状況

バイオマス燃料化事業のイメージ（下水汚泥固形燃料化事業の例）

バイオマス燃料混焼の推進

地熱発電

再生可能エネルギー
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本四連系線（岡山県・香川県）
瀬戸内海を横断し、本州と四国をつなぐ電圧50万ボル
トの送電線です。本州・四国の基幹送電線と連結し、
西日本における電力安定供給に役立っています。

佐久間周波数変換所（静岡県）
東日本50Hzと西日本60Hzの異なる周波数間での電力
融通を可能にし、電力の効率運用を図るために設けら
れた世界初の電気事業用周波数変換設備です。

高杖無線中継局（福島県）
発電所や変電所などを結ぶマイクロ波無線中継局で
す。山上に位置し厳しい自然条件にありますが、災害
時にも通信が途絶することのないよう高い信頼性を有
しています。

J-POWERの送変電設備は、各電力会社の事業エリア内の電気を需要地に送電するだけでなく、交流および直流の超高圧送
電線により本州と北海道・四国・九州をつなぎ、地域間の電力連系に利用されています。特に、東日本・西日本の異なる周波数
間の電力融通を可能にしている佐久間周波数変換所や北海道と本州を直流送電線で結ぶ北本連系設備等は、J-POWERの持
つ交流・直流変換技術や直流送電技術が活用されており、日本全国の広域融通に役立つとともに、予備電力の節減や周波数の
維持等に貢献しています。
一方、通信設備は、マイクロ波無線回線や光回線などの自営の通信回線によって日本全国を結ぶ高信頼度の情報通信ネット
ワークを構築しており、電力系統の運用や、遠隔地からの無人水力発電所やダムの集中制御等に利用されています。これらの
設備は、山岳地、市街地など様々な環境の中で、風、雪、雷、海塩などの厳しい自然条件にさらされています。そのため、日常の
パトロールや定期的な点検等を実施し、設備異常の早期発見に努めるとともに、設備事故等の未然防止に努めています。

送変電・通信設備

流通システム部
北地域流通

システムセンター
むつ流通事業所
中嶋 聖善

流通システム部
北地域流通

システムセンター
変電グループ
石田 優一

流通システム部
東地域流通

システムセンター
情報通信グループ

佐藤 舞

当所では、本州-北海道を結ぶ唯一
の地域間連系線である北本直流幹
線を管理しています。北本直流幹線
は、運開後約40年経過かつ海岸付近
を通っていることから、一部の径間で
電線の劣化が進み電線張替工事が
必要となっています。広い範囲での
工事となり関係者も多岐にわたるこ
とからスケジュール感を持った計画
の立案・地権者への協力依頼・許認可
手続き等が必要です。滞りなく関係
者の方々に理解・協力してもらった結
果、計画どおり工事を進めることがで
き安定供給に貢献しています。

当変電グループは、発電と送変
電の分離の一環で新たに発足され
たグループで、函館交直変換所の
変電設備の保守や、北本連系設備
や十勝幹線の停止調整等の給電業
務を行っています。電力の安定供給
を維持・継続していくためには、環境
や状況の変化に対する迅速で柔軟
な対応も必要ですが、それにはチー
ムワークが欠かせません。日頃より
メンバーや関係者とのコミュニケー
ションを大切にして、北本連系設備
の安定運転に努めています。

Ｊ-ＰＯＷＥＲの無線・光通信回線は
発変電所や送電線の保守・運用に欠
かせない設備です。当グループの保
守エリアは山岳部から都市部まであ
ります。山岳部では成長した樹木、都
市部では高層ビル等の建設により、
無線の伝搬路が遮蔽されることもあ
り得るので、樹木の伐採や高層ビル
建設地点の調査などを行い、伝搬路
の確保に努めています。その際には、
周囲の環境に配慮し、できる限り影
響を及ぼさないよう作業を行ってい
ます。

広範囲における
送電工事を通じた
電力安定供給

VOICE
北本連系設備等の
安定運転の
維持・継続

VOICE
厳しい環境下での
伝搬路確保VOICE
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欧州・CIS
14カ国

中近東・アフリカ
15カ国

北米 1カ国

中南米
13カ国

20 件

42 件

アジア・大洋州21カ国／地域
243 件

1 件

49件

＊2016年3月末現在

米国（10件）
設備出力 449.4万kW

（うち持分出力 144.2万kW）

台湾（1件）
設備出力 67万kW

（うち持分出力 26.8万kW）

フィリピン（3件）
設備出力 72.8万kW

（うち持分出力 36.4万kW）

タイ（16件）
設備出力 594.7万kW

（うち持分出力 448.8万kW）

海外コンサルティング事業実績
64カ国／地域 355件

海外発電事業実績
営業運転中 6カ国／地域 36件
（設備出力合計：2,047.1万kW、持分出力合計：749.6万kW）   

中国（5件）
設備出力 858.4万kW

（うち持分出力 91.0万kW）

その他
（水力・風力・バイオマス等）

ガス

80%

石炭12%
8%

海外発電事業の
燃料別発電構成

ポーランド（1件）
設備出力 4.8万kW

（うち持分出力 2.4万kW）

海外事業
J-POWERグループは、企業理念の「日本と世界の持続可能な発展に貢献する」という基本的な考えのもと、海外における半
世紀の実績やノウハウを存分に活かして、電源開発や環境保全のための技術協力に関する「海外コンサルティング事業」と、資
本や技術を投入して発電事業に参画する「海外発電事業」に取り組んでいます。

海外事業の取り組み

J-POWERグループの海外コンサルティング事業は、
新興国に電力技術の協力を遂行し、国際社会に貢献する
ことを目的に、1962年に最初の案件を実施以後、半世紀
にわたり64カ国で355の案件（2016年3月末現在）に携
わってきました。海外発電事業については、6カ国／地域
で36件、合計出力約2,047万kW、当社持分出力約750
万kW（2016年3月末現在）の発電設備を有しています。
特にタイ国においては多数のプロジェクトを実施してお

り、2015年12月のウタイ発電所2号系列運転開始によ
り、タイ国の電力供給力におけるJ-POWERの持分出力
が約1割を占めることとなりました。また、インドネシアに
おいては、環境負荷の少ない超々臨界圧（USC）発電技
術を用いた発電所（100万kW×2）を建設しています。
J-POWERグループは、日本のクリーンコール技術で

アジアを中心とした成長と環境負荷の低減の同時達成へ
の貢献を目指していきます。

J-POWERは海外コンサルタント事業をこれま
で半世紀にわたり様々な国で実施してきました。
これら海外事業の遂行上、機器の品質管理のみな
らず、施工中の安全管理に細心の注意を払う必要
があることは厳然たる事実ですが、日本のやり方
が必ずしも海外で通じるものではなく、当該国の
国民性から、作業員の安全に全く関心のない国も
存在します。このような背景の中、現場に従事する

エンジニアは、自らが率先して品質管理・安全管理
の重要性を現地に染み込ませるべく、与えられた
業務を黙々と遂行しています。J-POWERスピリッ
トを海外に浸透させることが、我々エンジニアの
使命であると思っています。

品質・安全管理の重要性 VOICE

国際営業部プロジェクト開発室
山田 一之

海外事業送変電・通信設備


